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8代目となる横浜市庁舎が2020年6月に供用
開始し、1周年を迎えた。地上32階・地下2
階建の建屋は、高層部に市役所機能、中層部
に議会機能、低層部には多様な活動や賑わい
を創出する空間という三層構成。大岡川沿い
にはプロムナードが整備され、商業施設「ラ
クシスフロント」とともに、親しみやすい空
間が形成されている。市民に永く愛されてい
く新庁舎は、環境配慮、BCP機能についても
充実が図られており、両機能の強化に寄与す
る地域熱供給が導入されている。

2021

vol.

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

横浜市北仲通南地域
（東京都市サービス㈱）

「熱供給」誌を新たに定期購読ご希望の方は、当協会ホームページよりお申込みください（送料含み無料）。

横浜市庁舎

Japan Heat Supply Business Association
〒105-0001 東京都港区虎ノ門2-3-20 虎ノ門YHKビル9階
tel.03-3592-0852 fax.03-3592-0778

日本熱供給事業協会社団
法人

一般

“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！



横浜市庁舎内に昨年誕生した「LUXS FRONT（ラクシス フロ

ント）」は、「YOKOHAMA PREMIUM PUBLIC（横浜市民が共

有する付加価値の高いパブリックスペース）」をコンセプトに、

「Luxury ＝贅沢、気品や上質さ」と「Oasis ＝訪れた人々が、心

から豊かさと安らぎを感じられる空間」で市民が繋がり、開かれ

ていく新たな「FRONT ＝指標」となる先進的な共生空間を目指

すという想いを込めて名付けられた注目の商業施設である。

横浜発祥・横浜地産地消を意識したショップを中心に 20 店舗

で営業中。飲食店にはみなとみらいを一望できるテラス席もあり、

リバーフロントの開放感や美しい夜景も魅力だ。開業 1 周年を迎

えたこの 8 月は、周年企画が実施されている。

みなとみらい 21 地区にも接する新スポット。観光・ビジネス

等で横浜にお越しの際には、ぜひお楽しみいただきたい。
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と一体となった地域熱供給により高い次元で実現

18		NEWS	FLASH
	 	①	令和 3年度定時社員総会＆熱供給事業セミナーを開催
	 	②	㈱北海道熱供給公社と丸の内熱供給㈱が（一財）ヒートポンプ・
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	 	③	丸の内熱供給㈱の TOKYO	TORCH「常盤橋タワーサブプラン
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○32 横浜市庁舎の新スポット
熱 供 給 る
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LUXS FRONT

ラクシス フロント
（横浜市庁舎）
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みなとみらい線「馬車道駅」1C出入口直結、
JR・市営地下鉄「桜木町駅」徒歩3分

馬車道駅

汽
車
道

関内駅

JR関内駅

LUXS FRONT
（ラクシス フロント）

住　所：横浜市中区本町６丁目50番地10

開園時間：公式HPをご確認ください。
（コロナ禍により時間変更がございます）

お問い合わせ：公式HPをご確認ください。

https://luxsfront.com/（公式 HP）
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主な研究テーマを教えてください。
近本　環境と共生可能な建築や都

市・街区のデザインや、人の快適性・

生理現象の解明、脱炭素社会構築に

向けた研究を行なっています。また、

学園全体の「立命館地球環境委員会」

や「立命館サステイナビリティ学研

究センター」等も担当し、様々な分

野の方と交流しながら、環境教育と

研究活動を進めています。

研究の原点は何ですか？
近本　学部時代は建築意匠系の研究

室に所属していましたが、客観的評

価の計画原論の世界に惹かれ、大学

院進学時に環境系の研究室に進みま

した。今ほど環境問題に敏感な時期

でなく、周囲から「なぜ？」と思わ

れましたが、今や地球温暖化は世界

的なテーマとなり、様々な活動の場

を得ることになりました。

現在お持ちの一番の問題意識は？
近本　カーボンニュートラル目標年

の 2050 年に中心となる世代は、子

どもや若い人たちです。私は教育者

でもあります。彼らと将来のことを

一緒に考えることを大切にしたいと

思っています。学生有志が SDGs に

取り組む「Sustainable Week」とい

う活動を立ち上げた時も一緒に考え、

支援しました。その活動は今でも続

いており、環境問題に強い関心を持

つ人材を多く輩出することにつなが

っています。

今後の展望をお願いします。
近本　世界中の人為的な温室効果ガ

ス排出の 1/3 は「食」分野とも言わ

れます。建築以外の分野へも目を向

けていきたいと考えています。人々

が自然に環境のことを考えて行動で

きる世界の実現を目指して、そのた

めの社会デザインづくりにも貢献し

ていきたいと思っております。

伝えたい熱がある。研究者の原点⑧

　　　客観的評価の世界に惹かれて建築意匠系から環境系の研究室へ

INTER
VIEW

立 命 館 大 学 教 授

近 本
智 行
Chikamoto Tomoyuki
1989 年東京大学工学部建築学科卒業。
1991年東京大学大学院工学系建築学専攻
修士課程修了。1994 年同博士課程修了。博
士（工学）。組織設計事務所勤務を経て、現在、
立命館大学理工学部副学部長・教授、サステ
イナビリティ学研究センター長。専門分野は
建築・都市環境工学、建築設備、環境共生。
第 39 回空気調和・衛生工学会賞技術賞、第
９回環境・省エネルギー建築賞国土交通大臣
賞等受賞。著書に「［改訂版］建築物の環境
配慮技術手引き～環境にやさしい建築を目指
して～」（共著、大阪府・社団法人大阪府建築
士事務所協会、2011）などがある。 ※撮影時のみマスクを外しています
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カーボンニュートラル実現に向けた
熱供給事業のあり方
～事業者が取り組むべき今後の課題とその対応策～

座談会

橘川	武郎
（国際大学	副学長・大学院	教授）

菱沼	祐一
（東京ガスエンジニアリングソリューションズ㈱	常務執行役員）

新谷	一之
（㈱北海道熱供給公社	取締役常務執行役員）

CN化に不可欠な熱供給の3要素
橘川　現在、第 6 次エネルギー基本

計画の策定が進められています。政

府は 2050 年カーボンニュートラル

（CN）に向けて、①電力、②非電力、

③炭素除去の 3 つを柱に取組みを進

めています。

　欧米と比べて日本の方策が特徴的

なのは、アンモニアの活用、メタネ

ーションの取組みがあることです。

そこには既存の石炭火力発電設備や、

からのアプローチが十分に考えられ

ていないことです。2 つ目は、供給

側からのアプローチが電力と非電力

に分けて考えられていることです。

日本の場合、例えばデンマークのエ

ネルギーシステムに見るような、電

力と熱の橋渡しをする「セクターカ

ップリング」の考え方が抜け落ちて

いるので、すでに CHP（Combined 

Heat and Power）、コージェネレー

ションシステム（CGS）を活用して

いる地域熱供給（地域冷暖房）は、

我が国の CN 化で大いに貢献できる

と考えています。そして 3 つ目は、

どの取組みも極めて高コストだとい

うことです。CN は、国民運動とし

て取り組んでいかなければ成し得ま

せん。中小企業や、消費者である国

民がどうやって関わっていけるのか、

その視点が抜けています。その時に

有効なアプローチが「地域」になる

佐々木	邦治
（丸の内熱供給㈱	代表取締役専務執行役員）

田代	哲彦
（東京都市サービス㈱	常務執行役員）

重松	眞理子
（三菱地所㈱	スマートエネルギーデザイン部	ユニットリーダー）

都市ガス導管網をそのまま利用しよ

うという意図があります。CN 対策

は極めて大規模な投資が必要なので、

コスト抑制のためには既存インフラ

の活用が有効ですし、CN 達成のた

めにはイノベーションと熱の活用も

非常に重要になってきます。政府が

示す道筋は、その方向性にあるので、

取組み自体はいいと思っています。

　ただ、課題が 3 つあります。1 つ

目は、CN のために重要な「需要側」

橘川	武郎	氏	略歴
Kikkawa	Takeo	

1951年生まれ。和歌山県出身。1975 年東京
大学経済学部卒業。1983 年東京大学大学院経
済学研究科博士課程単位取得退学。青山学院大
学助教授、ハーバード大学ビジネススクール客員
研究員、東京大学教授、一橋大学大学院教授、
東京理科大学大学院教授等を経て、現在、国際
大学副学長・大学院国際経営学研究科教授。東
京大学・一橋大学名誉教授。経済学博士。資源
エネルギー庁総合資源エネルギー調査会基本政
策分科会委員。主な著書に「災後日本の電力業：
歴史的転換点をこえて」（名古屋大学出版会）、
「エネルギー・シフト :	再生可能エネルギー主力
電源化への道」（白桃書房）等。
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と思っています。

　熱供給事業者の皆さんは、すでに

「需要側」「セクターカップリング」

「地域」という要素全てで取組みが

顕在化できています。その意味で、

本日は皆さんと議論をすることで、

2050 年 CN の実現に向けてヒント

を得たいと考えています。本日は活

発な意見交換をよろしくお願いしま

す。

各事業者のCN化への課題
橘川　最初に、地域熱供給の CN 化

について、どのようにお考えか伺い

たいと思います。

田代　CN 化に向けての一丁目一番

地は省エネの推進だと考えています。

東京都市サービスの場合、未利用エ

ネルギーの活用などで高い効率を実

現していますが、さらに磨きをかけ

ていきたいと思います。また、熱の

CO2 フリー化についても検討して

います。弊社プラントの熱源機は大

半が電気で動きますので、再生可能

エネルギー（再エネ）由来の電気の

調達や証書の活用で CO2 をオフセ

ットし、CO2 フリー熱が実現でき

ると考えています。

佐々木　丸の内熱供給の場合、効率

向上の他、温熱の電化や未利用熱の

活用等を一層推進していきますが、

最後はガスの CN 化が課題になると

考えています。お客さまのニーズに

あわせ、トランジション（移行段階）

として CNL（カーボンニュートラ

ル LNG）等でのオフセットを想定

し、一部施設で CNL を導入してい

ますが、CNL は日本の環境関連制

度の中で、まだ CO2 排出削減とし

てのカウントが認められていません。

電力の非化石証書などのようなルー

ルの整備が急務だと考えています。

菱沼　東京ガスグループとしては

2050 年に向けて CO2 排出量のネッ

ト・ゼロの実現を目指しており、天

然ガスの有効利用と CNL の導入、

将来的には CO2 フリー水素と回収

CO2 による合成メタンの活用を考

えています。また、電力についても

再エネ電源を拡大し、これらの合わ

せ技で CN を達成していきます。

　私たちの需要家にも 2030 年ゼロ

カーボンを実現目標とする企業があ

り、各企業の CN へのニーズの高ま

りを実感しています。

新谷　札幌市都心地域の熱供給は、

高温水と冷水と温水と蒸気を供給し

ていまして、現在、高温水の製造に

はカーボンフリーの木質バイオマス

燃料（道内の間伐材）が活用できて

いますが、その他は天然ガス CGS

を組み込んだプラントでの製造のた

め、CN 化についてはまだ答えが見

えていないのが正直なところです。

　ただ、札幌市のまちづくりビジョ

ンの実現戦略である「都心エネルギ

ープラン」の中の位置づけで、市も

熱供給事業を普及させて、CN へ対

応しようとしています。その動きと

連携して新しい形にシフトしていく。

一歩ずつ着実に積み重ねていけたら

と思っています。

橘川　三菱地所はディベロッパーと

して、エネルギーを自由に選べる立

場です。CN 化についてはどのよう

にお考えですか。

重松　本年 3 月、私たちは丸の内熱

供給とともに、「エネルギーまちづ

くりアクション 2050」を発表しま

した。地域熱供給を核に、まちの強

靱化と脱炭素に貢献する都市型マイ

クログリッドの構想の具体策となり

ます。

重松	眞理子	氏	略歴
Shigematsu	Mariko	

1999 年三菱地所㈱入社。2014 年より都市計
画企画部にて都市開発制度、エリアマネジメン
ト等、公民協調による取組みを推進。近年、丸
の内仲通り等における道路空間活用に携わった
ほか、エリア内のイノベーションエコシステムの
形成促進に向けた取組みの立ち上げ、スマートシ
ティの推進に取り組んでいる。2020 年 4月よ
り（一社）大手町・丸の内・有楽町地区まちづく
り協議会都市政策部会長、スマートシティ推進委
員会委員長。2021年 4月より三菱地所㈱スマー
トエネルギーデザイン部ユニットリーダー。現在
に至る。

佐々木	邦治	氏	略歴
Sasaki	Kuniharu	

1957 年愛知県生まれ。1980 年早稲田大学
理工学部建築学科卒業。1990 年三菱地所㈱
入社。2001年㈱三菱地所設計	設備設計部主
幹。2012 年機械設備設計部長。2016 年丸の
内熱供給㈱専務取締役。現在に至る。（一社）日
本熱供給事業協会運営委員長、自由化後の熱供
給事業の長期ビジョン WG の SWG 主査を務め
る。技術士（総合技術監理部門・衛生工学部門）、
一級建築士、エネルギー管理士（熱）。第 44 回
空気調和・衛生工学会賞（技術賞建築設備部門）
受賞。著書に「BEMS ビル監視システムの計
画・設計と運用の知識」（空気調和・衛生工学会、
2016）がある。
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　大手町・丸の内・有楽町の大丸有

エリアは、約 120ha の範囲に 100

棟の建物が建つエリアです。電力需

要は推計で 100 万 MWh 超です。こ

の規模の中で、ビルオーナーの皆さ

んと何を選ぶかがとても大事です。

脱炭素社会の実現という目的もあり

ますが、事業継続性の確保、経済性

の維持・向上も重要です。それらが

全て成立するような形で、何を選択

していくのか。建物は急には建替え

できません。エネルギー会社さんと

しっかり対話をしながら、社会の仕

組みの変化を促していきたいと考え

ています。

熱供給が持つ需給調整能力
橘川　需要側から供給側に CN 化対

応を求めていく。地域の需要の情報

を 細 か く 把 握 し て、 そ の 情 報 を

VPP（バーチャルパワープラント）

などに生かしていく。地域熱供給に

はそのような力があるように思うの

ですが、いかがでしょうか。

菱沼　弊社の田町駅東口北地域のエ

ネルギーセンターは、CGS（ガスエ

ンジン・燃料電池）とともに、ガス

と電気の熱源設備があるので、発電

量や熱源の負荷分担率を制御するこ

とで、系統からの電力使用量を調整

できます。さらに SENEMS（スマ

ートエネルギーネットワーク・エネ

ルギーマネジメントシステム）でお

客さまのエネルギー需要をある程度

制御することができるので、すぐに

でも DR（デマンドレスポンス）や

VPP に対応できるシステムになっ

ています。再エネの大量導入を間接

的に助ける役割も担えると思います。

橘川　一般的に、電力の需給調整と

いうと、蓄電池や揚水発電、火力発

電で実施していますが、熱供給事業

であれば、大規模な蓄熱槽を使う方

法もありますね。

田代　近年、太陽光発電が大量導入

されていますが、冬の電力需要のピ

ークは夕方から夜にかけて発生しま

すので、供給力としては期待できま

せん。しかし、昼間、太陽光の電気

で熱源機を動かして蓄熱し、夕方か

ら熱源機を止めて蓄熱槽からの放熱

で暖房需要を賄えば、電力需給上大

きな効果が期待できます。これまで

実証試験に参加し、計画的な需給調

整に対して対応できることがわかっ

てきましたので、この運用技術を磨

き、効果を高めていくことが大事だ

と思っています。

新谷　北海道は、出力変動が大きい

再エネ電源が豊富にあります。それ

を活用していかに安定した電力供給

をするか、ということが北海道の課

題の一つになっています。その一つ

の対応策として、新さっぽろ駅周辺

地区で計画しているエネルギーセン

ターに、逆潮流型 CGS というもの

を導入し、VPP 対応が可能なエネ

ルギーセンターという位置付けにし

ました。再エネ電源があり余る時間

帯にはその電力で蓄熱し、再エネの

出力が低下する時間帯には CGS か

らの逆潮流により系統運用を安定化

するという構想です。その形であれ

ば、熱供給事業が間接的に北海道の

再エネ導入に貢献できると考えてお

り、実際に道内の再エネ発電所と通

信網で接続して需給調整の実証をす

る予定です。

橘川　地域熱供給に対する当初のイ

メージは、需要サイドからのアプロ

ーチで色々とよい取組みはやってい

るけれども、CN に関する根本的な

ところは供給サイドの取組みに頼る

田代	哲彦	氏	略歴
Tashiro	Tetsuhiko	

1958 年福岡県生まれ。1982 年学習院大学
経済学部経済学科卒業、東京電力㈱入社。企画
部、情報通信事業部、グループ事業部などを歴
任。主に通信事業など新規事業の立ち上げやグ
ループ会社の経営管理に携わる。2015 年東京
都市サービス㈱入社。企画部長、エリアサービス
事業部東京第 2 支店長などを歴任後、現在に至
る。関東近郊19エリアの熱供給センターの運営
を統括。2021年 6月から東京熱エネルギー㈱
取締役社長も兼任。2018 年から（一社）日本
熱供給事業協会自由化後の熱供給事業の長期ビ
ジョン WGに参加。2020 年から同協会運営委
員会副委員長を務める。

菱沼	祐一	氏	略歴
Hishinuma	Masakazu	

1958 年生まれ。1984 年東京工業大学大学院
総合理工学研究科電子科学専攻修了、東京ガス
㈱入社。エネルギーソリューション本部ソリュー
ション技術部長、技術開発本部基盤技術部長、
スマエネ推進部長、リビング本部燃料電池事業
推進部長等を経て、2019 年東京ガスエンジニ
アリングソリューションズ㈱入社。常務執行役員
エンジニアリング本部副本部長として、地域冷暖
房事業、スマエネ・オンサイトエネルギーサービ
ス設備の設計、建設、メンテナンスを担当。（一
社）日本熱供給事業協会にて運営委員会副委員
長を務める。博士（工学）。
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しかないものだというものでした。

しかし、今の新谷さんのお話を伺っ

ていて、地域熱供給があるから再エ

ネ導入が進むということもあり得る

ことが理解できました。熱供給事業

は、広域のエネルギーシステムに強

いインパクトを与える存在でもある

と感じました。

地方都市での普及と課題
橘川　日本が 2050 年に CN を実現

するためには、地域熱供給が少しで

も普及拡大していく必要があると考

えています。特に地方都市での普及

は大きな課題のように思います。地

方都市で地域熱供給が導入されるの

はどのようなケースでしょうか。

菱沼　地方都市は熱負荷密度が低い

ので、負荷が集約されるような再開

発事業がある時がチャンスです。私

たちも熱供給事業法対象外の案件で

すが、現在、鹿児島市の交通局跡地

の再開発で、熱と電気を供給するエ

ネルギーサービス事業を手がけてい

るところです。現地のエネルギー事

業者さまがお客さまと供給契約し、

私たちはその事業者さまがお客さま

に供給する熱と電気を製造・供給す

る CGS を核としたスマエネを構築

して高度な運用管理を行なう、とい

った形で参画しています。鹿児島は

台風の通過点なので、ホテル・病院

といったお客さまの BCP（事業継

続）への関心が高い中、災害に強い

中圧ガス導管、電力自営線と停電時

も運用可能なガスエンジン CGS を

併せ持つ本スマエネは、停電時の

BCP 強化に貢献するものです。

　ノウハウを持つ事業者と、地元を

よく知る地元の開発事業者さまやガ

ス会社の方と協力関係を築くことが、

地方展開では重要だと思います。

田代　地方都市については、コンパ

クトシティ政策によって、駅前にオ

フィスビルや病院、ホテルなどが集

約されるとよいのですが、我々が供

給している既存の地方都市では、熱

負荷密度が低いという普及促進面の

悩みがあります。

佐々木　熱負荷密度が低いのは、建

物と建物の間が離れていることが一

因で、導管の工事費を増大させます。

しかも今の日本の社会では、導管敷

設のために地面を開削しても、ヨー

ロッパと違って毎日のように仮復旧

しなくてはならず、コスト増の要因

になっています。

橘川　安全面をいえば、温水導管は

蒸気などの高圧導管と違い、上水道

に近いので、そこまで強く規制をし

なくてもよいように思えますね。

新谷　札幌市は 200 万人都市ですが、

熱負荷密度は正直高くありません。

他の地域の皆さんと同じように、導

管敷設・入替等の工事費は大きな負

担です。いま、札幌市で都心エネル

ギープランの実行・評価を進めてい

ますので、既成市街地に新たに熱供

給導管を敷設することに関して課題

の提起をしています。

　まちづくり計画の中でエネルギー

計画を考える上では、まちのエネル

ギーインフラの整備計画をしっかり

つくることが必要です。新たに熱導

管を敷設するスペースの確保が難し

ければ、あえて熱導管を地下道等で

露出して、見せるエネルギーインフ

ラの形成など、既成概念の変革も考

えなければならないかもしれません。

橘川　そのあたりの常識が変わらな

いと、CN の実現は難しいように思

新谷	一之	氏	略歴
Shintani	Kazuyuki	

1962 年北海道生まれ。1987年北海道大学工
学研究院衛生工学専攻修了、北海道ガス㈱入社。
北海道ガス㈱では営業開発部、技術開発研究所、
企画部環境グループ、エネルギーシステム部等を
経て、2015 年から苫小牧バイオマス発電㈱で
森林の未利用間伐材を燃料とする発電事業の立
ち上げを担当。2021年より㈱北海道熱供給公
社	取締役常務執行役員。札幌市都心部の再開発
案件での熱供給導入業務等の営業担当。現在に
至る。

左下から重松氏、田代氏、橘川氏、佐々木氏、菱沼氏。
左上は新谷氏（Web参加）

※撮影時のみマスクを外しています
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います。今の状態のまま、需要サイ

ドの事業がいくら頑張っても限界が

ありますね。

重松　いま、地域型まちづくりとい

うものが重視されていて、各地で地

元の人たちが主体となったエリアマ

ネジメントが盛んに行なわれていま

す。国土のグランドデザイン主導か

ら、地域計画、まちづくり計画とい

うところに主導の単位が降りてきて

いる。そういう中で、ある程度、地

元のことは地元で決められるように

なれば、地方都市であれば開削工事

もできたりするのではないでしょう

か。自治体の施策にもそのような単

位のエネルギー供給、地域のエネル

ギー会社の重要性が位置付けられる

といいですね。

橘川　地域熱供給が導入されると不

動産価値が上がるような世界になる

とよいと思います。地域の付加価値

が高まるのなら、どの地域でもウェ

ルカムになるはずです。導管工事に

かかる規制などは、そういうニーズ

にあわせて変える。議論の方向をひ

っくり返していく時機が来ているよ

うに思います。

CN実現のために常識を変える
橘川　ここまでの議論で、地域熱供

給は、想像していたよりもエネルギ

ーの供給側にも需要側にも働きかけ

て、CN の実現に寄与する活動をで

きることがわかりました。

　最後に、熱供給事業の今後のあり

方として一番重要だと思うことを伺

いたいと思います。

佐々木　CN 実現に向けて、熱供給

事業者ができることが少し整理され

たと思います。今は CO2 排出削減

の議論でも、エネルギー削減の総量

で議論されています。しかしこれか

ら再エネが大量導入されると、余っ

ている時は電気を積極的に使う、足

りない時は電気の利用を減らす、そ

ういう発想への切り替えが必要です。

　地域熱供給は供給側と需要側の間

をつなげて、うまくバランスさせる

ことが求められますが、個別ビル単

体でもそうしたエネルギーマネジメ

ントをしていく必要が出てくると思

います。再エネを上手く使う仕組み

は地域熱供給で先行してつくり上げ

て、それを個別ビルにも橋渡しして

いくことが大切です。そうやって社

会全体で CN 実現に向かっていく。

地域熱供給には、そういうエネルギ

ー制御に関するノウハウを社会に提

供していく役割もあるように思って

います。

重松　社会的な議論のレベルは、グ

ローバルレベル、国レベル、自治体

レベルとありますが、脱炭素の議論

は、そこからいきなり建物レベル、

個人レベルに飛んでしまっている印

象があります。しかし、その間には、

地区や街区といったレベルがあって、

そういう小エリア単位できめ細かい

調整をして、総合的にまちを良くし

ていく。その単位のエネルギーシス

テムとして地域熱供給は重要です。

そういうエリア単位で CN に取り組

む形を実現できれば、日本の未来に

向けたまちづくりと脱炭素化がいい

方向に向かうと思います。

菱沼　私たちは田町駅東口北地域の

進化型として「アドバンストスマエ

ネ」を構想しています。ポイントは

3 つあります。一つ目は AI 等の活

用による「スマエネの高度化」で運

転コストを下げ、少しでも安価で安

定的なエネルギー供給を実現するこ

と。二つ目は「価値の向上」です。

脱炭素化への挑戦として CNL や再

エネの積極導入、エネルギーだけで

なくエリアの備蓄品や災害情報の提

供サービスまで内容を膨らませた

BCP サービス、そういった取組み

などを考えています。三つ目は、「ク

オリティー・オブ・ワーク、クオリ

座談会の様子
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ティー・オブ・ライフ」ということ

です。二次側設備まで含めた制御に

よって、健康空調の実現や、オフィ

スにおける快適性、生産性向上とい

ったサービスも可能になります。

　様々な面でエリア全体に貢献する。

そのような方向でやっていきたいと

考えています。

田代　今日のお話を伺って、改めて

CN は相当な覚悟をもってやってい

かないと実現は難しいと感じました。

その意味では、地方自治体も同じで、

CN のために何をやるべきかお困り

かと思うので、エネルギーの専門事

業者としてコミュニケーションをと

っていきたいと思います。また、導

管工事の問題については、協会から

国交省に働きかけるなど、出来るこ

とは全部やっていくべきだと感じま

した。

　あと、熱供給事業者として、お客

さまからの「CN をどう実現するの

か」という問いに答えがないと、個

別に熱源を設置し、自社で再エネ調

達をするといったケースも出て来て

しまいます。地域熱供給という良い

システムがあるのに、そのような動

きになることは社会全体として不幸

なことだと思います。よって、まず

は我々自身の CN 化への回答を持つ

必要があります。

　個人的には、例えば CO2 をオフ

セットするために、太陽光発電設備

を所有したり、CO2 を有効活用す

る野菜工場をプラントに併設するな

ど、従来の発想と全く違った取組み

も考えていかなければならないと思

っています。

新谷　私も本日のお話で、改めて熱

の CN 化のハードルの高さを感じま

した。その実現のためには、エネル

ギー事業に関するこれまでの常識を

変えていかないと難しいと思います。

　これまでのエネルギーインフラ業

は、安定供給が最大の義務で使命で

した。しかし CN の実現ということ

を考えると、供給側と需要側で協力

関係をつくっていくこと、需要家を

巻き込んでいくことが重要なポイン

トになります。例えば、DR のよう

に、まち全体でエネルギー需要のピ

ークを抑えるとともに、ピークとベ

ースロードのエネルギー供給をわけ

て考えることも必要かと感じました。

ピークを抑えて設備投資を低減しつ

つ、ベースロード側で徹底した CN

を考える。エネルギー供給開始後も、

CN に協力する事業者にはインセン

ティブを与えるといった政策を考え

ることも、これからは重要だと思い

ます。

橘川　従来通りの取組みを続けるの

ではなく、どこかで非連続な取組み

をしていかなければいけない

というところが見えて来た気

がします。佐々木さんがおっ

しゃられた、これからはエネ

ルギーの削減総量で語るので

はなく、時系列の変化にダイ

ナミックに需給を調整して脱

炭素を果たしていくことが大

事で、そうした調整ができる点が地

域熱供給のコアコンピタンス（競合

他社にない核となる能力）になって

いくかもしれないということ。そし

て重松さんが強調されていた小エリ

アが持つ力と、田代さんの地域熱供

給があるエリアだからこそ脱炭素の

メニューづくりに寄与できるという

お話がありました。このような事業

があるエリアは、ブランド化される

と思います。そうすると不動産価格

が上がったりする。その時に一歩踏

み込んで、田代さんは供給側として

CN 化の方法について答えを持つ、

と言われましたし、一方で菱沼さん

は、もっと下流といいますか、二次

側まで手を伸ばしてエネルギーのソ

フトのマネジメントをするのと同時

に、需要側で仕事の中身を広げてい

くというお話をされていました。そ

のような時代になってきたわけです

ね。新谷さんが言われる常識を変え

るという話につながっていると思い

ます。

　これからの地域熱供給は上流の供

給側の変化に合わせた受け身の存在

ということではなく、地域熱供給が

あるから供給側が影響を受けていく。

そういう動きにならないと CN は実

現できない。わくわくする時代が始

まりつつあると思いました。本日は

ありがとうございました。

※撮影時のみマスクを外しています

新谷氏（Web参加）
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⒈	はじめに
地域熱供給（地域冷暖房）が都市の

脱炭素化の実現やエネルギーレジリ

エンスの確保などの社会課題の解決

に貢献することを目標に、日本熱供

給事業協会は大都市と地方都市にお

ける地域熱供給のさらなる普及を目

指し、2020年2月に『地域熱供給の

長期ビジョン』を発表した。そして、

その中で熱電一体供給をベースとし

た、大都市モデルと地方都市モデル

を提示している。

大都市では、都市再生緊急整備地

域における再開発を中心に熱電一体

供給タイプの地域熱供給が普及して

きているが、地方都市は大都市に比

べ普及途上である。これは、地方都

市には普及する上で課題があるから

と考えられる。

主な課題は大きく二つある。

課題①：�エネルギー密度が高い地区

や再開発が少ないこと。

課題②：�地域熱供給を担う地域エネ

ルギー事業者が少ないこと。

そこで、長期ビジョンでは、図1

に示す普及方策のイメージを提示し

ている。これは、今後の地方都市の

まちづくり施策で期待されるコンパ

クトシティ政策による市街地中心部

のエネルギー需要の集約化に併せて、

地域熱供給の長期ビジョンで提示された

地方都市における地域エネルギー事業の
実現に向けた基礎調査と考察

村上 公哉　芝浦工業大学 教授

 特   別   寄   稿 

図1　地方都市における普及方策のイメージ
（出典）当協会「地域熱供給の長期ビジョン」2020年3月

経済効

コンパクトシティ政策による
中心部へのエネルギー需要の集中化

コンパクトシティ・プラン

域内の行政・企業による
地域エネルギー事業の立ち上げ+

都市機能をまちの中心部集約化することで、
エネルギー（電気・熱・情報）の集約化も図れ、
新たな地域エネルギー事業立ち上げにも寄与する。

地域に賦存している再エネや清掃工場等の
電力と熱を利用する事業により経済性が向上する。
これにより、エネルギー地産地消と域外移出を目指す。

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

病院

清掃工場

電力・熱の販売電力・熱の販売

電力・熱電力・熱

再エネ供給再エネ供給

投資や資金投資や資金

経済効果経済効果

電気と排熱

地産の電気
新電力事業
熱供給事業 大都市

コージェネレーションの電気・排熱

地産の熱
バイオマス材
（チップ等）

庁舎等の
公共施設

地域の工場拠点エリアへの
医療、福祉等の
都市機能の誘導

公共交通沿線への
居住の誘導

歩行空間や自転車
利用環境の整備

立地適正化計画
地域公共交通再編実施計画 連携 好循環を実現

拠点エリアにおける循環型の
公共交通ネットワークの形成

コミュニティバス等による
フィーダー（支線）輸送

乗換拠点の
整備

デマンド型
乗合タクシー等の

導入

（出典）国土交通省「コンパクトシティーの形成に向けて」
https://www.mlit.go.jp/common/001083358.pdf

地域経済の活性化のイメージ
日建設計総合研究所作成

地域に賦存する地産エネルギー資源

を活用し、新電力事業と熱供給事業

とを併せた熱電一体供給事業をベー

スとした地域エネルギー事業の展開、

結果として自立経済圏構築による地

域経済の活性化を目指すものである。

以上を背景に、昨年度、日本熱供

給事業協会と「地方都市における地

域エネルギー事業の実現」に向けた

共同研究を実施し、図1に示す普及

方策を実現するための第一段階とし

て、地方都市における現状を把握し、

可能性や課題を検討した。本稿では、

その研究結果の一部を紹介する。

⒉	�地方都市における熱供給候補
地区の選定

⑴調査概要
課題①に対する基礎調査として、

全国の都市空間データを用いて、地

方都市の市街地中心部（主要駅周辺

等）を対象に、熱供給事業（地域熱

供給、地点熱供給）の可能性がある、

エネルギー需要密度が高い地区がど

の程度存在するかを調査分析した。

エネルギー需要密度に関わる空間特

性として、建物群の規模（総延床面
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積）と建物群の集積度（延床面積加重

標準距離）の2つの指標を用いた。前

者は値が大きいほど需要量が大きく、

後者は値が小さいほど建物群が集積

していることを意味する。

まず、地方都市の既存地域熱供給

地区の空間特性を分析し、熱供給導

入の可能性の目安となる閾値（境界

線）を検討した。分析対象は、地方

都市の10地区であり、参考までに大

都市の地域熱供給の中で供給延床面

積が15～30万㎡の7地区を分析に加

えた。そして、次に各県庁所在地の

市街地中心部において、空間密度が

高い地区を選定し、それが前述の閾

値の分析結果に対してどの位置にあ

るかを分析した。

⑵�既存熱供給システムの調査結
果
図2に既存熱供給地区の空間特性

分析結果を示す。分布状況を基に4

つの近似線を作成し、4つの線で区

分される範囲を「A」、「B」、

「C」、「D」とした。

⑶�地域熱供給未導入都市の調査
結果
地域熱供給未導入の地方都市（県

庁所在地）32都市の主要駅から半径1

㎞圏の地区を調査対象とした。圏内

の建物のうち推計延床面積が5,000

㎡以上のものを抽出し、その後目視

にてそれら抽出建物が集積している

地区を抽出し、延床面積と延床面積

加重標準距離を算出した。また、地

方都市において需要家候補と考えら

れる官公庁集積地区は、1㎞圏外で

も分析対象とした。分析した結果よ

り53の候補地区を選定した。

図3に分析結果を示した散布図を

示す。未導入地区の空間分析結果を

散布図に当てはめると、Aに属する

のは16地区、Bに属するのは25地区、

Cに属するのは7地区、Dに属するの

は3地区であった。

本散布図において、上方に分布す

る集積度が高く空間規模が大きい地

区ほど導入の可能性が高いと考えら

れるが、集積度が高ければ空間規模

が小さくても地点熱供給を含め導入

の可能性は十分に考えられる。

⒊	�地方都市の地域エネルギー事
業の現況調査

⑴調査概要
近年、エネルギーの自由化や地域

内経済循環創造を背景に、図1の右

側に示すように地産のエネルギー資

源を活用した地域エネルギー事業が

出現し始めつつある。例えば、総務

省が支援する「分散型エネルギーイ

ンフラプロジェクト」や「地域新電

図2　�既存熱供給地区の空間分析結果（建物の延床面積は一部都市空間データから推計
した値を用いている）

図3　地域熱供給未導入県庁所在地の空間分析結果

大都市の分析地区 地方都市の分析地区
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④大都市の全分析地区から作成 ③②と④の中間線
②地方都市の全分析地区から作成 ①総延床面積が小さい地方都市の４つの分析地区から作成
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力（自治体新電力）」などがある。

前者は、地域エネルギー資源を有効活用することによ

り、従来の大規模・集中型のエネルギー供給システムと

は異なる、分散型の地域エネルギーシステムを構築する

ことで、エネルギーとキャッシュを地域内で好循環させ

るとともに、地域エネルギー事業自体の設立を目指して

いる。後者は、自治体が出資・関与する新電力事業であ

り、自治体が関係する目的や背景は「分散型エネルギー

インフラプロジェクト」に通じている。

そこで、課題②に対する基礎調査として、これら地域

エネルギー事業の実態を把握した上で、地方都市に適応

する地域エネルギー事業の方向性などを考察した。

⑵分散型エネルギーインフラプロジェクトのA調査
令和3年（2021年）1月時点でマスタープランを策定して

いる都市は58都市で、そのうち人口10万人以上の都市は

16都市であった。調査方法は、各市のマスタープランの

文献調査である。調査対象の16都市一覧とその策定概要

を表1に示す。

地域エネルギー事業の可能性を考察するために、マス

タープランに具体的な熱供給計画と地域新電力に関する

記載の有無の観点から3タイプに分けた。まず熱供給計

画と地域新電力ともにある都市をタイプA、熱供給計画

はあるが地域新電力がない都市をタイプB、どちらの具

体的な計画がない都市をタイプCとして分類した。タイ

プAが4都市、タイプBが5都市、タイプCが7都市であっ

た。また、タイプBとCの12都市のうち既存の地域新電

力はないが、将来的に立ち上げを検討している都市が6

都市存在していた。また、既存の熱供給地区との連携を

計画しているプロジェクトも4都市あった。

以上の調査から知見①として、地方都市では地域新電

力と新設・既設の熱供給との連携形態の可能性がうかが

える。

⑶地域新電力のB調査
2020年7月現在、全国の新電力事業者は660件程度であ

り、調査の結果、自治体の関与がありそうな地域新電力

は約1割程度の61件であった。このうち人口10万人以上

の都市の地域新電力24件（約39%）について詳細に調査し

た。調査事項は電源構成比、発電量、地元電源の出力容

量、自治体出資率などである。紙面の都合により、本稿

では調査結果の一部を示す。

電源構成比の調査結果を図4に示す。24件のうち電源

表1　分散型エネルギーインフラプロジェクトの調査結果概要

図4　地域新電力の電源構成の調査結果

図5　調査対象都市の空間特性の分析結果

表2　空間特性分析対象都市一覧

策定自治体名 人口
（人）

分散型エネルギーインフラプロジェクト 既存地域熱供給

熱供給計画 地域新電力
タイプ
別※ 有無

分散型プロ
ジェクトとの
関係性

対象
地区

需要家
建物

熱
配管 計画 備考

1 北海道札幌市 1,955,457 ○ ○ ○ − − B ○ ○
2 兵庫県神戸市 1,538,025 − − − − − C ○ ○
3 神奈川県川崎市 1,500,460 − − − − − C ○ −
4 静岡県浜松市 804,780 ○ ○ ○ ○ 既存が関与 A ○ −
5 千葉県市川市 487,536 − − − − − C − −
6 群馬県前橋市 337,502 ○ ○ ○詳細不明 ○ − B − −
7 静岡県富士市 254,110 − − − ○ − C − −
8 茨城県つくば市 233,807 ○ ○ ○ ○ − B ○ ○
9 鳥取県鳥取市 188,286 ○ ○詳細不明 ○詳細不明 ○ 計画が実現 A − −
10 青森県弘前市 172,031 ○ ○ ○ ○ − B − −
11 山口県宇部市 165,409 − − − ○ − C − −
12 鳥取県米子市 148,524 ○ ○ ○詳細不明 ○ 計画が実現 A − −
13 岩手県一関市 117,530 − − − − − C − −
14 沖縄県浦添市 114,531 ○ ○ ○詳細不明 ○ − B − −
15 岡山県津山市 101,486 − − − − − C − −
16 山形県 1,067,772 ○ ○ ○ ○ 計画が実現 A ○ ○
※：タイプA:熱供給計画と地域新電力ともにあり　タイプB:熱供給計画はあるが地域新電力がない　タイプC:どちらも具体的なものがない
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調査対象都市名 調査地区 地区名 地区番号 調査対象都市名 調査地区 地区名 地区番号
1 北海道A市 駅周辺 計画地区Ⅰ ① 23 神奈川県B市 - - -
2 兵庫県A市 - - -

24 新潟県A市
駅周辺 候補地区Ⅰ ⑪

3 神奈川県A市 - - - 駅周辺 候補地区Ⅱ ⑫

4 静岡県A市
駅周辺 計画地区Ⅰ ② 25 静岡県B市 - - -
駅周辺 計画地区Ⅱ ③ 26 静岡県A市 駅周辺 計画地区Ⅰ ②(前出)

5 千葉県A市 - - -
27 愛知県A市

駅周辺 候補地区Ⅰ ⑬
6 群馬県A市 - - - 駅周辺 候補地区Ⅱ ⑭
7 静岡県B市 - - - 28 愛知県B市 駅周辺 候補地区Ⅰ ⑮
8 茨城県A市 駅周辺 計画地区Ⅰ ④ 29 三重県A市 庁舎周辺 候補地区Ⅰ ⑯

9 鳥取県A市
駅周辺 計画地区Ⅰ ⑤ 30 奈良県A市 - - -
駅周辺 計画地区Ⅱ ⑥ 31 大阪府A市 - - -

10 青森県A市 - - -
32 鳥取県A市

庁舎周辺 候補地区Ⅲ ⑰
11 山口県A市 - - - 駅周辺 候補地区Ⅳ ⑱
12 鳥取県B市 駅周辺 候補地区Ⅰ ⑦

33 鳥取市B市
庁舎周辺 候補地区Ⅱ ⑲

13 岩手県A市 - - - 駅周辺 候補地区Ⅲ ⑳
14 沖縄県A市 駅周辺 計画地区Ⅰ ⑧ 34 広島県A市 駅周辺 候補地区Ⅰ ㉑
15 岡山県A市 - - -

35 福岡県A市
駅周辺 候補地区Ⅰ ㉒

16 山形県A市 駅周辺 計画地区Ⅰ ⑨ 駅周辺 候補地区Ⅱ ㉓
17 山形県A市 駅周辺 計画地区Ⅰ ⑨(前出) 36 佐賀県A市 - - -
18 群馬県B市 - - - 37 佐賀県B市 - - -
19 埼玉県A市 庁舎周辺 候補地区Ⅰ ⑩ 38 熊本県A市 駅周辺 候補地区Ⅰ ㉔
20 埼玉県B市 - - - 39 宮崎県A市 - - -
21 千葉県B市 - - - 40 沖縄県A市 駅周辺 計画地区Ⅰ ⑧(前出)
22 千葉県C市 - - - ※A調査の都市は1〜16、B調査の都市は17〜40
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構成比について具体に記載があったものは18件であった。

主な電源構成は大きく3タイプであった。主な電源が清

掃工場のバイオマス発電のタイプ（7件）、太陽光発電や

風力発電等の再生可能エネルギー電源が3割以上占める

タイプ（5件）、大部分を一般社団法人日本卸電力取引所

（JEPX）や大手電力会社などの域外電源に頼っているタ

イプ（6件）があった。

以上の調査から知見②として、再生可能エネルギー電

源の割合が大きい地域新電力でも、不安定な出力を補完

するために都市外（域外）の電源を使用している。したが

って、都市内（域内）に出力が安定したCGS（コージェネ

レーション）等の調整電源を整備することが有効と考え

られ、熱電一体型熱供給との連携の可能性がうかがえる。

⑷	調査都市における熱供給候補地区の選定
調査した延べ40都市を対象に、熱供給の可能性を検討

するために、2節と同様の空間特性分析（抽出建物は延床

面積10,000㎡以上）を行なった。表2に分析対象地区一覧

を、図5に空間特性の分析結果を示す。

表2と図５内の計画地区とは、候補地区のうち分散型

エネルギーインフラプロジェクトにおける計画地区と一

致した候補地区のことである。図5で示す番号は表2で

示す番号と一致している。ただし、地区番号①と④に関

しては横軸の値が非常に大きいため除外している。対象

都市のうち、延床面積10,000㎡以上の建物が少なくて候

補地区を選定できない都市が約半数あった。逆に、候補

地区が複数あげられる都市もあった。また、既存の熱供

給地区と比較して、本報の候補地区は総延床面積、加重

標準距離ともに小さくなる傾向があり、総延床面積が10

万㎡以下の地区は10都市あった。

以上の調査により、知見③として、地方都市では熱供

給事業に相当する規模にこだわらず、地点熱供給も視野

に入れた普及が有効と考えられる。

⒋	�まとめと今後の展望
本基礎調査では、地方都市における熱供給の普及方策

の具体化を検討するために、都市空間データ分析を用い

たエネルギー需要密度が高い地区の調査や地産エネルギ

ー（再生可能エネルギー）を活用する地域エネルギー事業

の現況調査を行なった。�

そして、これらの調査結果を踏まえ、地方都市では脱

炭素社会と地域経済の活性化の実現に向け、図6に示す

ように地産の再生可能エネルギーを活用した地域新電力

の普及が期待される。加えて、本調査により、地方中核

都市の市街地中心部（主要駅周辺等）には、空間特性の観

点では地域熱供給や地点熱供給の候補になる地区が多数

存在していることが分かった。したがって、今後のコン

パクトシティ政策による再開発事業が進展する際に、候

補地区内の建替や隣接する地区などにおける再開発事業

を契機に、熱供給システムが整備、導入されることが期

待される。

一方、熱供給のプラントでは、図6に示すように高効

率CGS、ヒートポンプ（HP）と蓄熱槽等を含む電気・ガ

スのベストミックスの複合熱源システムにより高効率化

が図られ、さらに、地域新電力において再エネ電源比率

が高まるほど不安定な出力の調整が必要となり、その調

整機能の一部を熱供給プラントが担うことなどが期待さ

れる。その機能は、出力が不足する時はCGSが逆潮し、

出力が余剰する場合はヒートポンプ（HP）と蓄熱槽で吸

収するなどである。

本共同研究を実施するなかで、2020年10月26日に、菅

首相は、温室効果ガス排出を2050年までに実質ゼロにす

る、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会

の実現を目指すことを表明した。これを達成する上で、

地方都市における再生可能エネルギー利用やエネルギー

の面的利用の普及促進に貢献する地域エネルギー事業の

実現がますます重要になったと考える。

最後に、本共同研究の機会を頂きました協会関係者の

皆さまに深く感謝申し上げますとともに、本研究成果が

長期ビジョンの実現の一助になることを期待しています。

図6　地方都市の地域エネルギー事業のイメージ図

新たな機能として、
出力が不安定な電源の
需給調整を担う。
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［自治体の概要］
横浜市（神奈川県）
　市域面積：437.71㎢
　人口：3,779,391人（令和3年7月1日現在）
横浜市の温暖化対策
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/

お話を伺わせていただいたのは、横

浜市温暖化対策統括本部プロジェク

ト推進課の課長・岡崎修司氏、井上

友輔氏。横浜市で進められている

「Zero Carbon Yokohama」施策

を教えていただいた。

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
横浜市の脱炭素社会実現に向けた取

組みについて教えてください。

━━横浜市では、2018 年 10 月に
「横浜市地球温暖化対策実行計画」
を改定し、2050 年までの脱炭素化

「Zero Carbon Yokohama」を目
指すことを宣言しました。大都市で
はいち早く宣言しており、電力を再
生 可 能 エ ネ ル ギ ー（ 再 エ ネ ） に
100％転換する等あらゆる方策を駆
使して達成を目指します。また、4
月に菅首相が表明した NDC（国別
削減目標）△ 46% 減（2013 年比）
という新たな目標を受けて、2030
年の削減目標など一部内容について、
今年度中の見直しを計画しています。
どのような施策を進められているの

でしょうか。

━━現在の中心施策は、エネルギー
消費量の削減と、再エネの導入です。
私ども温暖化対策統括本部の取組み
事例としては、横浜スマートシティ
プロジェクト（YSCP）があります。
2010 年、太陽光発電の系統電力網
への活用と、節電対策を大きなテー
マとした経済産業省の「次世代エネ
ルギー・社会システム実証地域」に
横浜市が選定されたことでスタート
したもので、民間企業 34 社にご協
力いただいて、15 のプロジェクト
を実施しました。その後 2011 年
の東日本大震災を経て、電力の需給
調整もテーマの一つとなりました。
そ の 中 で、 市 内 4,000 世 帯 へ の
HEMS（ホームエネルギーマネジメ
ントシステム）導入、2,000 台の
電気自動車導入、2 万 7 千 kW の
太陽光発電導入、熱・未利用エネル
ギー活用などを果たし、みなとみら
い地区、港北ニュータウン、金沢地
区を中心に地域エネルギーマネジメ
ントシステムの技術実証を行ないま
した。2013 〜 14 年には電力の需

給調整を目的としたデマンドレスポ
ンス（DR）の実証事業も行なって
おり、現在はそれらの取組みの成果
を活かしてエネルギー循環都市を実
現しようということで、実装に向け
た取組みにシフトしています。
実証から実装へ、ということですね。

━━はい。その１つとして、2015
年に公民連携組織「横浜スマートビ
ジネス協議会（YSBA）」を立ち上げ、
エネルギーの地産地消、BEMS（ビ
ルエネルギーマネジメントシステ
ム）活用による公・民施設の DR な
どを推進しています。YSBA には、
みなとみらい二十一熱供給を含む、
23 社（2021 年 6 月４日時点）が
参画しています。
YSBA で行なわれている代表的な

取組みを教えてください。

━━ 2016 〜 17 年度に、YSBA の
参画企業とバーチャルパワープラン
ト（VPP）構築のための実証事業を
進めてきました。横浜市の VPP 構
築事業は、平常時は電力需給の安定
化に貢献しますが、非常時は防災用

自治体施策西東 環境・エネルギー施策の今①

横 浜 市
全国各地の自治体等が取り組む環境・エネルギー
施策をご紹介する新企画「自治体施策西東」。
初回は、横浜市の脱炭素社会実現に向けた取組
みをご紹介します。



15熱供給 vol.116 2021

電源として使用できるようにするこ
とで、地域の防災力向上にも貢献で
きることが特徴で、市内 36 の小中
学 校 に 蓄 電 池 を 設 置 し ま し た。
2018 年度以降は実装段階というこ
とで、「停電を伴う非常時における
電源保障」を電力供給契約に組み込
んだ入札を行ない、選定された事業
者が蓄電池を導入します。現在 71
校に導入しており、今後も継続して
導入を進めていきます。
太陽光発電の導入推進は、どのよう

に実施しているのでしょうか。

━━太陽光発電は、小中学校の屋根
を事業者に貸し出すとともに、その
電力をその施設で使うために市が購
入する「PPA（パワーパーチェスア
グリーメント）事業」を実施するこ
とで、強力に推進しています。まず
は 2021 〜 2022 年度にかけて 65
の小中学校を対象に調査・導入して
いきます。
ご紹介の施策以外にも先進的な取組

みが多数あるようですが、何か秘訣

があるのでしょうか。

━━温暖化対策統括本部が、独立し
た部局であることが大きいかもしれ
ません。もともと環境創造局の一つ
の課だったのですが、温暖化対策を
推進していくにあたり、市長などか
らトップダウンで意思決定がしやす
い形に組織変更されました。独立し
た組織であるために、様々な部局と
の連携が活性化しました。また、温
暖化対策統括本部から、民間企業へ
の働きかけや、国の政策とのマッチ
ングなど、民間投資を支援する活動
を積極的に行なっていることも大き
な推進力を生んでいると思います。
今後の展望を教えてください。

━━現在、国が主導して“国・地方
脱炭素実現会議”を実施しており、
横浜市長は本会議のメンバーとして
参加しています。また、横浜市は、
2 月に『ゼロカーボン市区町村協議
会』を立ち上げ、会長都市として、

会員約 170 市区町村の意見を取り
まとめ、国等に提言を行なっており、
今後も、地方自治体代表としてリー
ダーシップを発揮したいと考えてい
ます。
　市内での取組みについては、市役
所の再エネ 100％化をはじめとし
た市の取組みや民間事業者の協力を
フル活用し、2050 年脱炭素化の目
標達成に向け、多くの選択肢をつく
っていきたいと思っています。その
一つとして、みなとみらい 21 地区
をモデル地区に、低・脱炭素対策を
進めたいと思っており、電力だけで
なく、運輸、そして熱も含めたゼロ
カーボンを検討しています。2030
年までに相当な低炭素化を同地区で
実現し、2050 年までに全市で達成
できるような脱炭素ドミノを起こし
たいです。熱供給事業者の皆様にも
ぜひご協力をいただければと思って
おります。

取材風景（右：岡崎修司課長、左：井上友輔氏）
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全ての領域において変革をもたらすイノベーションを推進

横浜市の2050 年脱炭素化のイメージ

蓄電池を活用した横浜型VPP 構築事業

最大限の省エネ及び電化
2050年にエネルギー消費量を半減
電力の再エネ転換
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電力以外の脱炭素化
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貯蔵等の新しい技術の実用化・普及
全ての領域において変革をもたらすイノベーションを推進

（出典）横浜市温暖化対策統括本部「横浜市の温暖化対策 SDGs 未来都市〜持続可能な都市を目指して〜」2021 年 4 月

（出典）横浜市温暖化対策統括本部「横浜スマートシティプロジェクト（YSCP）の取組と今後の展開について」2021 年 6 月
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※  2050 年「Zero Carbon Yokohama」達成時のエネルギー消費量や再エネ調達量を現時点の知見を基に試算
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高い次元の環境配慮とBCP機能が求められた新市庁舎
横浜の関内地区とみなとみらい 21 地区の結節点の再

開発エリア（北仲通南地区）に、2020 年 1 月に竣工し

た横浜新市庁舎には、隣接する横浜アイランドタワー（既

築）とともに、地域熱供給（地域冷暖房）が採用されて

いる。JR 関内駅前に 1959 年に竣工した旧市庁舎の課題

は、① 50 年以上が経過して老朽化が進んでいたこと、

②業務量拡大で周辺ビル約 20 棟に執務室が分散し、業

務の非効率化や市民サービスの低下を招いていたこと、

③執務室の狭あい化や分散化のために市民対応スペース

が不足していたこと、④情報化社会の進展に伴う ICT

横浜市北仲通南地域周辺の航空写真 営業地域図

の活用や多様化・複雑化する行政需要や課題に対して柔

軟に対応できる体制を確保すること、⑤東日本大震災時

に什器等転倒で災害時優先業務の開始が遅れた部署があ

り、災害時の拠点として安全を確保して業務を継続する

重要性が再認識されたこと。これらを解決するために、

再開発エリアでの建替え構想が具体化し、環境への最大

限の配慮と、BCP（業務継続）機能を兼ね備えた新市庁

舎整備基本計画が策定された。庁舎の建設では、高度技

術提案（設計・施工一括）型総合評価落札方式によって

事業者が選定されることになり、環境面では BELS（建

築物省エネルギー性能表示制度）で★★★★以上と

首
都
高
速

熱供給プラント

横浜市庁舎 横浜
アイランド
タワー

みなとみらい線

馬車道駅

営業地域
主要配管

N

大
岡
川

Close up town!!
全国熱供給エリア紹介⑯

「 新市庁舎に求められる環境配慮とBCP機能を、
 既存ビルと一体となった地域熱供給により高い次元で実現」

横浜市北仲通南地域
東京都市サービス㈱
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て活用することも可能。電力需給ひっ迫時には、市庁舎

と熱供給施設が連携してデマンドレスポンスを行なえる

仕組みも整備している。

今後の展望
設計・施工一体型コンペによって、多岐にわたる高性

能の環境技術の導入が図れた横浜新市庁舎。このエリア

における再エネ利用やフレキシブルなシステム運用によ

る省エネ率 52% の達成、地域のレジリエンス向上に寄

与する地域共生の取組みは高く評価され、令和 2 年度「新

エネ大賞」において資源エネルギー庁長官賞を受賞した。

今後も新市庁舎における先進的な取組みは、2050 年脱

炭素化「Zero Carbon Yokohama」の実現に向けたモデ

ルケースとなることが期待されているとともに、東京都

市サービスとしても、運転データの分析等で熱供給シス

テムの一層の高効率化を進め、地域熱供給がエネルギー

の面的利用によって脱炭素化、BCP 機能の向上に貢献

できることを実証していく。

横浜市庁舎に導入された環境配慮技術と地域熱供給（市庁舎パンフレットの図を一部加工）

CASBEE 横浜（建築環境総合性能評価システム）の最

高ランク［S］取得が求められ、提案内容に太陽光発電

や燃料電池、自然エネルギーの利用、下水再生水の活用

などを盛り込むことが求められた。また空調熱源として、

環境負荷低減・エネルギー効率・BCP 機能に優れた地

域熱供給が導入され、事業者は別途公募型プロポーザル

コンペにより、東京都市サービス㈱が選定された。

環境配慮とBCP機能を兼ね備えた熱供給システム
新市庁舎では、太陽光発電、燃料電池、地中熱利用シ

ステム、高層部での自然換気利用などを導入するととも

に、横浜市のごみ焼却工場の環境価値や、固定価格買取

制度の適用期間を過ぎた卒 FIT 電力を活用するなどし

て、使用電力の再生可能エネルギー実質 100％化を実現

している。あわせて熱供給施設においては、年間を通じ

て冷水・温水両方の熱需要がある特性を活かし、熱回収

ヒートポンプと蓄熱槽（2,800㎥）を設け、高効率ター

ボ冷凍機をベースに、コージェネレーション（CGS、

1,000kW）、負荷追従性の高い空気熱源ヒートポンプ、

下水再生熱を利用した水熱源ヒートポンプなどを、長年

蓄積した独自の運転ノウハウを活かして効率的に運転す

ることで、低炭素化に貢献している。

BCP の 面 で は、 熱

供給システムの主要設

備が、水害リスクを考

慮して市庁舎の 4 階に

設置されている。CGS

の電力は通常時はプラ

ント内で利用され、余

剰分が市庁舎に送られ

る。非常時は横浜アイ

ランドタワーに送り、

同ビルの BCP に貢献

する。その際の市庁舎

の BCP は、市が所有

す る 非 常 用 発 電 機

（2,000kVA × 2）で対

応を図る仕組みだ。ま

た、非常時は蓄熱槽の

水をトイレ洗浄水とし

太陽光発電フリークーリング

高性能外皮

輻射空調
デシカント空調
LED照明
ゾーン制御
自然換気
ナイトパージ
外気冷房

基準階

自然換気

特高受変電設備
高圧サブ変
熱源機械室
受水槽室
発電機室

4階（免震層上部）機械室

中温式冷凍機
大岡川からの
自然通風

エコボイド

大規模CGS

燃料電池

自然採光自然採光

アトリウムアトリウム

床輻射冷暖房床輻射冷暖房

下水再生水引込

地中熱利用

中水受水槽
雨水貯留槽 冷水蓄熱槽＋

冷温水蓄熱槽

横浜市庁舎 横浜アイランドタワー

非常時電力供給（CGS）

冷水・温水供給
（空調用）
冷水・温水供給
（空調用）

冷水・温水供給
（空調用）

冷水・温水供給
（空調用）

熱供給プラント

市庁舎と
横浜アイランドタワーの
熱連携（DHC）

電気
ガス

ガス

電気
ガス

[参考]東京都市サービス	プロジェクトストーリー
『「SDGs未来都市」横浜市の新市庁舎で
� 最先端の地域熱供給を実現』
https://www.tts-kk.co.jp/project/yokohama.html

Close up town!!
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令和3年度定時社員総会＆熱供給事業セミナーを開催

㈱北海道熱供給公社と丸の内熱供給㈱が（一財）ヒートポンプ・蓄熱センター
「令和3年度デマンドサイドマネジメント表彰」受賞

当協会では、令和 3 年 6 月 14 日、

「第一ホテル東京」にて、令和 3 年

度定時社員総会（議長：本荘武宏会

長）を開催しました。新型コロナウ

イルス感染対策のために Web 配信

にて行ない、経済産業省資源エネル

ギー庁電力・ガス事業部熱供給産業

室長 下堀友数氏（現・放射性廃棄

㈱北海道熱供給公社が、（一財）ヒートポンプ・蓄熱セ

ンターの「令和 3 年度デマンドサイドマネジメント表彰」

（総合システム部門）において、理事長賞を受賞しました。

また、丸の内熱供給㈱が、同部門の振興賞を受賞しました。

受賞理由は右表の通りです。詳細は同財団の Web サ

イトをご覧ください。

令和3年度デマンドサイドマネジメント表彰（総合システム部門）当協会正会員受賞者
賞 応募件名 受賞者

理
事
長
賞

さっぽろ創世スクエアにおける街区が
一体となった電力負荷平準化の取組み

㈱北海道熱供給公社、㈱日建設計総合
研究所

＜受賞理由＞
・	高効率ターボ冷凍機と組み合わせた大型冷水蓄熱槽および排熱回収ヒートポンプによ
り、従来システムと比較し、夏期のピーク時の熱源最大電力を約54%	削減したこと。
・	従来システムと比較し、年間一次エネルギー消費量を約46%	削減していること。
・	寒冷地の地域特性を活用し、冷水蓄熱槽に加え、排熱利用ヒートポンプ、フリークーリングシス
テムを組み合わせたエネルギーシステムにより、負荷平準化効果と省エネルギーを実現したこと。

振
興
賞

大手町パークビルサブプラントに
おける未利用熱（中水熱）の活用 丸の内熱供給㈱、㈱三菱地所設計

＜受賞理由＞
・	都心の高密度開発建物における未利用エネルギーとして生活排水排熱（中水熱）に着目し、
ビル側の中水処理槽とDHC	側の蓄熱槽を組み合わせ、効果的な運用を可能としたこと。

・	温熱源として中水熱を活用したことにより、一般的に用いられる空冷式ヒーティングタ
ワー方式と比較して、約45%高いシステムCOPを実現したこと。

・	複数のプラントを連係し、面的熱融通を行なうことにより、当サブプラントの高効率化
がエリア全体での省エネルギー効果をもたらしていること。

News Flash

本荘	武宏	会長（Web参加） 熱供給産業室長	下堀	友数	氏
（現・放射性廃棄物対策課長）

国際大学	副学長・大学院	教授　
橘川	武郎	氏

会場の様子（兼Web配信会場）

物対策課長）による来賓挨拶の後、

令和 2 年度事業報告、令和 2 年度決

算、令和 3 年度事業計画及び収支予

算などについて、報告および審議が

なされました。

また、社員総会に先立って、熱供

給事業セミナーを Web 配信にて開

催し、国際大学副学長・大学院教授、

東京大学・一橋大学名誉教授の橘川

武郎氏に「カーボンニュートラルに

向けた熱供給事業の在り方」と題し

たご講演いただきました。時間の都

合上、質疑応答は 2 問のみとしまし

たが、Web 経由で多くの質問が寄

せられ、関心の高さが伺われました。

https://www.hptcj.or.jp/library/
tabid/1825/Default.aspx
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丸の内熱供給㈱のTOKYO	TORCH「常盤橋タワーサブプラント」が竣工

2021 年 7 月 1 日、丸の内熱供給㈱の大手町地域に新しく「常盤橋タワ

ーサブプラント」が竣工しました。同プラントは、三菱地所㈱が東京駅

周辺の常盤橋街区で開発を進める「TOKYO TORCH」の常盤橋タワー

（2021 年 6 月末竣工）に設置され、最新鋭の高効率機器や省エネルギー

システムの導入によって環境負荷低減が図られています。また、防災対

策では、浸水に対する備えとして、同社初となる地上階（常盤橋タワー

5 階）へのプラント設置がなされ、ビル側の発電機と連携することで、

非常時でも同ビルへの冷水供給を持続可能とするシステムが構築されて

います。その他プラントの特徴は以下の通りです。

①最新の高効率機器導入によるエネルギー効率向上
ターボ冷凍機・インバータターボ冷凍機・空気熱源ヒートポンプは、

トップクラスの高効率機器が導入されます。大手町地域の総合エネルギ

ー効率（COP）向上に寄与するとともに、CO2 排出量削減に貢献します。

②環境負荷低減に貢献する省エネルギーシステム
消費エネルギー抑制に貢献する省エネルギーシステムが導入され、電

力使用量の削減が図られます。

・ 変温度供給：季節に応じた冷水温度の供給［丸の内熱供給初導入］

・ フリークーリング：冷却塔の冷却水で冷水製造するシステム［丸の内

熱供給初導入］

・  VWVM 制御：リアルタイムの情報把握で適正な送水量を制御するシ

ステム

③BCP対応（非常時の熱供給）
事故・災害等が発生し電力供給が遮断された場合、一定条件のもと、

ビルの非常用発電機からの電力を受けることで冷水供給が可能となりま

す。また、同プラントは浸水に対する備えとして地上階へプラントを設

置しており、常盤橋街区の業務継続能力の向上に貢献します。

日本熱供給事業協会ホームページ http://www.jdhc.or.jp/

常盤橋タワー外観

常盤橋タワーサブプラントの省エネルギーシステム

3

常盤橋街区再開発プロジェクト
（街区名称：TOKYO TORCH）

　三菱地所が、東京駅周辺で最大となる敷地面積3.1haに及
ぶエリアで手がける大規模複合開発。大手町連鎖型再開発プ
ロジェクト第4次事業として、街区内の下水ポンプ場および変
電所といった都心の重要インフラの機能を維持しながら10
年超の事業期間をかけ、計4棟のビルを建設する計画。高さ
390mの「Torch	Tower」は2027年度に竣工予定。

Torch Tower（B棟）

常盤橋タワー（A棟）
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カーボンニュートラル実現に向けた熱供給事業のあり方

特別寄稿
地方都市における地域エネルギー事業の実現に向けた基礎調査と考察

橘川 武郎（国際大学 副学長・大学院 教授）
佐々木 邦治（丸の内熱供給㈱ 代表取締役専務執行役員）
菱沼 祐一（東京ガスエンジニアリングソリューションズ㈱ 常務執行役員）
田代 哲彦（東京都市サービス㈱ 常務執行役員）
新谷 一之（㈱北海道熱供給公社 取締役常務執行役員）
重松 眞理子（三菱地所㈱ スマートエネルギーデザイン部 ユニットリーダー）

村上 公哉（芝浦工業大学 教授）
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8代目となる横浜市庁舎が2020年6月に供用
開始し、1周年を迎えた。地上32階・地下2
階建の建屋は、高層部に市役所機能、中層部
に議会機能、低層部には多様な活動や賑わい
を創出する空間という三層構成。大岡川沿い
にはプロムナードが整備され、商業施設「ラ
クシスフロント」とともに、親しみやすい空
間が形成されている。市民に永く愛されてい
く新庁舎は、環境配慮、BCP機能についても
充実が図られており、両機能の強化に寄与す
る地域熱供給が導入されている。

2021

vol.

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

横浜市北仲通南地域
（東京都市サービス㈱）

「熱供給」誌を新たに定期購読ご希望の方は、当協会ホームページよりお申込みください（送料含み無料）。

横浜市庁舎

Japan Heat Supply Business Association
〒105-0001 東京都港区虎ノ門2-3-20 虎ノ門YHKビル9階
tel.03-3592-0852 fax.03-3592-0778

日本熱供給事業協会社団
法人

一般

“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！


